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１．　20世紀後半と2010年までの状況

　昭和20年代以降，ほぼ10年おきに学習指導要領が改訂されている。これは，学校や子どもを取り巻く社会状況の変化に呼応しているとともに，学校や子どものあり方に影響を及ぼす。

表１は，1960年代以降，消費行動刺激へのターゲットとして子どもが大きく意識されているという斎藤次郎（1984），重松清（2006）の指摘，ならびに，1970年代の学習参考書の特徴と，1990年代のそれとの比較から，1980年代に「ごまかし勉強」が生まれているという藤澤伸介（2002）の指摘，さらに，保坂展人(1994）の「いじめ」の様相が，1980年代と比べて1990年代は異質なもので陰湿化しているとの指摘を参考にまとめたものである。

また，2001年からのディケードは，新保守主義(1)の政治手法が日本でも世界の多くの国々でも大いに影響を与えた時期である。とりわけ，全国学力・学習状況調査（以降「全国学テ」と略記）が2007年度から実施され，全国的な関心を高めるとともに各地方自治体での対応も行われている。

表１：学習指導要領に見る各ディケードの特徴

	教科書使用
	学習指導要領・教育課程
	学習や子どもの文化
	関連する社会的現象

	戦前
	義務教育は、小学校6年間
	エリートとしての中学生
	

	昭和20年代
	生活単元学習
	「（試案）」が付いていた。
	敗戦直後・占領

	1960年代
	系統学習
	テレビが家庭に。
	経済発展。

	1970年代
	「現代化」・受験戦争
	発展学習のための学習参考書
	高校生での落ちこぼし

	1980年代
	「ゆとり」
	(企業が学習に目をつける）
	中学の荒れ。私学ブーム

	1990年代
	多様化（第三の波：トフラー）
	いじめ陰湿化・インタネット
	学級崩壊

	2000年代
	学校の完全週5日制
	（団塊の世代の大量退職）
	新保守主義的政治手法

	2010年代
	算数・数学的活動、活用の重視
	
	


２．事例としての東京都の調査内容
東京都は，「児童・生徒の学力向上を図るための調査」の一環として，公立小学校の5年生と，中学校2年生との全員を対象として「問題解決能力等」に関する質問紙調査を2004～2009年度に行なった(2)。その調査の目的は，

(1)児童・生徒一人一人に確かな学力の定着と伸長を図る。

(2)各教科の目標や内容の実現状況を把握し，指導方法の改善・充実に生かす。

となっている(3)。
この対象学年は，全国学テの対象となっている小６と中3のちょうど前の学年であって，B問題として「活用」に関する学力が重視されているこの調査結果と，「問題解決等」に関する学力との関連を調べることが期待されるところである。
３．結果の説明と教育現場への影響

　現代では説明責任（accountability）が重要視されている。この結果は都並びに市区町村の教育委員会は広報誌やホームページなどで結果の開示が為されている。また，各学校から家庭宛に学校通信によって報告されている。
　ただ逆に全国平均や都平均よりもその学校の平均が高いか低いかに関心が集中してしまい，その学校が目指している教育理念や，その結果を受けてどのような対策を立てるべきかの分析が，等閑視される傾向は否めない。それは，各問の正答率だけでは，多次元量としての成績の分析ができないからである。

　東京都の上述の調査は，「問題解決能力」に関する５つの観点

　(1)問題を発見する力

　(2)見通す力

　(3)適応・応用する力

　(4)意思決定する力

　(5)表現する力

を設け，それぞれの観点に対応する問題を含む８題で質問紙が構成されている。しかし(3)を除き各観点1題ずつであり，(3)も結局国社算理の４教科に関する適応・応用が問われているので各問題が各観点に関して妥当性を持ちうるかどうか，昨年の同じ観点との比較などが不可能と言わざるを得ない。

　OECDのPISA2003のサイトでは，個人を特定できるコードを削除した全データを得ることができる(4)。個人情報の保護という観点から全面開示は難しいにしても，各学校に電子ファイルでその学校に関して入力された情報を配布すれば，多変量解析などの処理が可能となるだろう。
４．望まれる評価と教育実践
　東洋(2001)は教育評価が，｢清く正しく愛深く」と信頼性・妥当性の他に，被評価者に応じた評価の軸を適切に選ぶ必要を指摘している。また，評価が何のための評価であるか，また何のための評価であるかについて，(1)子ども・親，(2)教師，(3)学校，(4)行政，(5)
処遇決定，(6)カリキュラムと，多様性があり，そのそれぞれに適した評価が必要であると指摘している。

　実証的な資料によって科学的な説明が為されるべきことは，政治的立場に関わらず首肯されるだろう。だが，そのデータは分析に関して適切な構造を持つ必要がある。学校が行政に，教員が学校に，自己評価によって説明をする場面が見られるが，その場面で自らの目指すところを示すのには，多次元量が必要となる。また，教育実践の評価においては，数値化できる側面以外に，教材の面白さの発見などの数値化しにくいものもあろう。子どもに対するアンケートの他，授業研究的なアプローチ（｢羅生門」的接近）も望まれるところである。
※参考文献リストなどは，インタネットサイト：http://kks-el01.sakura.ne.jp/ で補う。
注：

(1)　新保守主義の３つの特徴として，

・小さな政府を標榜する：「官から民へ」

・数値目標を重視する：「聖域無き改革」

・伝統・道徳を重視する：「美しい日本」

があげられるが，そのそれぞれの右に記したスローガンは，この時期に在任した首相前2者は小泉純一郎（2001年4月～2006年9月），後者は安倍晋三（2006年9月～2007年9月）のものである。

(2)　2010年度は，「読み解く力に関する調査」を実施と，都のインタネット･サイト
http://www.kyoiku.metro.tokyo.jp/press/pr100624t.htm (2010.8.29採取）
にある。

(3)　東京都教育庁のインタネット・サイト
http://www.metro.tokyo.jp/INET/CHOUSA/2009/06/60j6p300.htm　（2010.3.21採取）による。

(4)　 http://pisa2003.acer.edu.au/downloads.php
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